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中小企業の脱炭素化が求められる理由

（出典：環境省「中小企業のカーボンニュートラル実現に向けた取組」）

中小企業も脱炭素化への
対応が求められる
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2015年に気候変動問題に関する国際的な枠組みである「パリ協定」が採択され、気候変動問題を世界共通の喫緊の
課題として重視する国際的な機運が高まっています。このような背景から、日本政府は2020年に、2050年のカーボ
ンニュートラルを宣言しました。

近年、サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルを目指すグローバル企業が増加しており、既に一定割合の企業
は、海外の取引先から脱炭素化の方針への準拠が求められています。

このように、グローバル企業がサプライチェーン排出量の目標を設定すると、サプライチェーンの裾野を支える中小企
業にも脱炭素化の対応が求められます。

このため、中小企業等においても、電気や燃料使用に伴う自社の排出量を把握し、省エネや設備更新等の手法による
排出量の削減に取り組むことが必要です。

一方で、中小企業等が脱炭素化に取り組むことは、省エネによるコスト削減をはじめ、資金調達手段の獲得や、製品や
企業の競争力向上にもつながり、取引先や金融機関等から「選ばれる企業」として成長する原動力となり得ます。

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/network/03.pdf


山口県の産業分野における中小企業の脱炭素化支援策

脱炭素経営の
必要性の認識

具体的取組
計画の策定

具体的取組
の実施

CO₂排出量
の把握

普及啓発

セミナー開催
（支援機関向け/企業向け）

CO₂排出量
算定支援

脱炭素化コンサル
ティング支援

補助金
（脱炭素化設備投資）

中小企業の

持続的経営へ
の転換

具体的取組への誘引 取組の後押し県
の
支
援

企
業

の
取
組

脱炭素モデル
企業の創出

■カーボンニュートラルを契機とした企業の経営変革支援

①県内中小企業や支援機関を対象に、脱炭素経営の必要性をはじめ、具体的な取組へつなげるための

セミナーを開催
②脱炭素化に向けた取組促進のため、CO₂排出量算定や脱炭素計画策定を支援

③県内において脱炭素化に先進的に取り組むモデル企業を創出するため、設備の導入を支援
［補助率］ 1/2 ［補助上限］ 10,000千円

①カーボンニュートラルの流れを新たなビジネスチャンスと捉え、県内において先導的企業を創出するため、
脱炭素関連製品の売込み・改良等を支援
［補助率］ 1/2 ［補助上限］ 2,500千円

②展示会共同出展により県内の脱炭素関連製品の販路開拓を支援

■カーボンニュートラルを契機とした企業の成長・発展支援

補助金（脱炭素製品製作等）展示会共同出展 中小企業の
成長・発展脱炭素関連ニーズの取込・製品改良・売込支援
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CO2排出量算定・脱炭素化コンサルティング支援の進め方のイメージ

① 排出量算定

• 電力使用量や燃料使用量のデータを提出いただき、会社全体の排出
量を算定します。

② 排出源特定・ 排出量測定

•ヒアリングや詳細な資料の提出により、排出源の特定と単位ごとの
排出量を測定します。

③ 施策案の検討・ 評価

• ②を踏まえたヒアリング等により意向等を確認し、施策を検討します。

•実現性の高い施策や取組意向をお持ちの施策について、削減効果や
コストの評価を行います。

④ ロードマップ・ 削減計画策定

• 費用対効果を考慮し、施策の優先順位を設定します。

•設備投資等を含め、削減計画を策定します。

☞Scope1・2が対象

☞事業所（工場）単位
☞設備単位
☞動力源（電気・燃料）単位

以下URL先にて事例動画を公開中！
☞ https://axis.or.jp/info/20336.html
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https://axis.or.jp/info/20336.html


脱炭素化コンサルティング支援で作成する成果物の例
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■ その他の生活関連サービス業（結婚式場業）
• 株式会社原田屋

■職業紹介・労働者派遣業
• 株式会社エムケーシー

取組事例紹介
（CO₂排出量算定・脱炭素化コンサルティング支援活用企業編）

■ 金属材料等卸売業
• 株式会社梅本商会

■ 金属製品製造業
• 株式会社テクノウェル
• 株式会社宮本鐵工所
• 株式会社山下工業所

■ 印刷業
• 株式会社ナカハラプリンテックス

■ 食料品製造業
• 岩崎酒造株式会社
• 株式会社シーサット
• 丸三食品株式会社



会社概要

当社は、半導体、バイオ・医薬品、水素エネルギーと
いった分野においてパイプエンジニアリング事業を
展開しています。

特殊配管の溶接技術や3D設計技術を駆使し、精
密配管ユニットをワンストップで提供しています。

CO₂排出量の状況と削減の方向性

所在地 柳井市余田1345-1

従業員数 59名

事業内容 精密配管ユニットの設計、製造、施工

〇総排出量
約224ｔ-CO2/年（2024/4時点）

○主な排出源
• Scope1：燃料使用による排出
➢ガソリン・軽油（営業用・運送車両）が中心

• Scope2：電力使用による排出
➢クリーンルームが大きな排出源
➢空調の電力使用に伴う排出も多い

取組に至った経緯

• 取引先より自社のCO2排出量の算出を求められることがあった。

• 各種補助金の利用においても自社のCO2排出量の算出が必要にな
る場面が少なくなかった。

• 当社は水素関連事業にも参入しており、自社ブランド向上のねらいも
あった。

効果（変化や影響等）
支援活用後の取組等

• これまでも再エネの導入など、環境問題に対する取組を漠然と進めて
いたが、排出削減の道筋を検討する中で、自社の現状に即した改善案
とその優先順位が具体化できた。

• 水素関連や半導体など、脱炭素領域に親和性のあるビジネスを手掛
けており、発注元に対してその取組をPRすることが可能となった。

• CO2排出量が設備ごとに整理されたことで、今後の取組に対する優
先度が明らかになった。

• 再エネ利用のための蓄電池の導入を検討中。

34.1%

65.9%

Scope1 Scope2
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(株)テクノウェル（金属製品製造業）

〇削減の方向性
• 燃料使用の削減に向け、エコドライブの実践
等、すぐに取り組めるものを行動に移す。

• 既存の太陽光発電の活用に加えて、再エネ
調達の強化に向けた検討を進める。

• 精密部品を取り扱うクリーンルームでは大
きな電力消費を必要とするため、可能な範
囲での設定温度やルーム内ファンの間引き
稼働などの施策について検討を進める。

運送用車両

クリーンルームの様子



会社概要

当社は、建築鉄骨の制作に50年以上取組んでい
ます。

国土交通大臣Mグレード認定工場として、年間約
6,000tの加工能力のある工場を保有。地元山口県
は勿論、県外の建築鉄骨製作及びシステム建築の鉄
骨も製作しています。

CO₂排出量の状況と削減の方向性

所在地 萩市大字黒川350-1

従業員数 39名

事業内容 建築構造物の設計、製作、運搬、現地組立

〇総排出量
約229ｔ-CO2/年（2022/12時点）

○主な排出源
• Scope1：燃料使用による排出
➢軽油使用（重機車両）が中心

• Scope2：電力使用による排出
➢コンプレッサー、溶接機の使用による
排出が中心

取組に至った経緯

• 「企業としての社会的優位性」の根拠づくりへの取組として、SDGｓへ
の取組を行った際に“つくる責任、つかう責任” “気候変動に具体的
な対策を”への対応と化石燃料の値上げを期に必然的にCNへの取
組に至った。

効果（変化や影響等）
支援活用後の取組等

• これまでも環境や脱炭素に配慮した経営活動を行っていたが、今回の
支援を通じて、経営指針に「CO2排出削減」を明確に謳うこととなっ
た。

• 指針を定めたことにより、省エネに留まらず、脱炭素を経営活動の一
環として組織的に実践していくきっかけとなった。

• 2024年2月に再生エネルギーの活用として自家消費型太陽光発電
を設置し排出削減を行っている。2024年12月にインバータ制御機
能付きコンプレッサーを導入しさらに排出削減に取り組んでいる。

• 会社経営指針に「CO2削減」を明確に謳い、2025年2月に国際認証
SBTを取得し「企業としての社会的優位性」を持ち、企業PRに活用し
たい。また会社経営指針として定めたことにより組織的に実践したい。

32.5%

67.5%

Scope1 Scope2
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(株)宮本鐵工所（金属製品製造業）

〇削減の方向性
• まずはエコドライブ等の取組を始め、車両更
新（HVトラックの導入等）については状況を
見ながら検討を進める。

• コンプレッサーの運用状況の改善と設備入
れ替えの組み合わせによって削減効果拡大
が期待できるため、見積依頼を検討する。

• 将来的には更なる再エネ電力の調達やバイ
オマス燃料の活用が必要になることを視野
に、動向を注視しておく。インバータ制御コンプレッサー

工場屋根設置ソーラーパネル



会社概要

当社は、東海道新幹線開業の前年に新幹線の顔を
作る会社として創業しました。

打ち出し板金に代表される高い技術力を背景に、
新幹線先頭構体や運転室内部品等の製造、更には半
導体関連設備の部品製造などを手掛けています。

CO₂排出量の状況と削減の方向性

所在地 下松市東海岸通り1番27

従業員数 44名

事業内容 鉄道車輛部品、半導体製造装置部品の製造

〇総排出量
約190ｔ-CO2/年（2023/3時点）

○主な排出源
• Scope1：燃料使用による排出
➢ガソリン使用（車両）が中心

• Scope2：電力使用による排出
➢各種工作機械、コンプレッサーの使用に
よる排出が中心

取組に至った経緯

• 「社会に役立つ板金加工会社」という経営理念のもと、事業活動を通
じてSDGsの達成に貢献したいと考えていた。

• 脱炭素はＳＤＧｓに資する取組でもあったため、積極的に進めたいと
の思いに至った。脱炭素に向けた検討を進めることが、自社の持続的
発展に繋がると考えた。

効果（変化や影響等）
支援活用後の取組等

• 排出源の特定にあたり、設備単位にまで掘り下げた細分化を行った上
で施策を絞り込んだこと、また施策について定量化（削減効果・追加コ
スト）することで打つべき手段が明確となり、具体的な行動に移しやす
くなった。

• 2024年12月に電力プランを再エネメニューに切り替え、電力消費に
伴う排出量を削減済み。

• 2024年7月に国際認証である中小企業版SBT認定を取得。 今後、
更なる省エネを徹底するとともに、自社のアピールに活用したい。

• 社員教育にGXの視点を取り込み、次世代の育成にも努めたい。

9.8%

90.2%

Scope1 Scope2
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(株)山下工業所（金属製品製造業）

〇削減の方向性
• 電気使用による排出が全体の90％を占め
ている。

• コスト削減にもつながるコンプレッサーのエ
ア漏れ対策等についてはすぐに実践する。

• 省エネ設備への更新、運用改善施策の実行、
排出係数の低い電力メニューへの切り替え
等により、電力消費を抑制する。

• 算定担当者を個別に配置し、削減効果のモ
ニタリングを行う。

運送用車両

コンプレッサー



会社概要

当社は、明治34年（1901年）に創業した萩に拠点
を置く歴史ある酒蔵です。

創業以来、原料である酒米の品質にこだわる酒造
りを行っており、「傍らにそっと寄り添う」をコンセプ
トとした⾧陽福娘が看板商品です。

CO₂排出量の状況と削減の方向性

所在地 萩市東田町58番地

従業員数 13名

事業内容 清酒の製造、販売

〇総排出量
約136ｔ-CO2/年（2023/9時点）

○主な排出源
• Scope1：燃料使用による排出
➢A重油（ボイラ）、ガソリン使用（車両）
が中心

• Scope2：電力使用による排出
➢冷凍/冷蔵庫、空調使用が中心

取組に至った経緯

• 自社でも脱炭素に向けた検討を進めることが、自社のイメージ向上や
持続的発展に繋がると考えた。

• 海外への輸出を検討するにあたり、特にヨーロッパや北米への販路拡
大には不可欠な取組であると考えた。

効果（変化や影響等）
支援活用後の取組等

• 排出削減と売上増加を両立させた業界内の他社事例を認識し、脱炭
素経営の意義について理解を深めることができた。

• 排出減とコスト減を両立できる施策から検討を進めることで、無理の
ない脱炭素経営を考えるきっかけとなった。

• 2024年4月に電力プランを再エネメニューに切り替え、電力消費に
伴う排出量を削減済み。

• 発酵タンク冷却水の冷却システムなどの旧型で非効率な設備を更新し
て省電力に取り組む計画。

40.6%

59.4%

Scope1 Scope2
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岩崎酒造(株)（食料品製造業）

〇削減の方向性
• ボイラ燃料のA重油使用量の削減に向け、
未対策部分への保温カバー設置や蒸気漏れ
への対策等を検討する。

• 貯蔵庫を整理・集約し、効率的な運用とする
ことにより、高温期の冷房にかかる電気使
用量を削減する。

• コスト減と両立した施策を優先的に実行す
ることで、持続可能な脱炭素経営を進めて
いく。

重油ボイラ

旧型の冷却システム



会社概要

当社は、下関市内に製造・貯蔵拠点を保有し、水産
加工事業と水産物の輸入販売事業を営んでいます。

超低温冷凍保管庫を備え、品質・安全性・価値は勿
論、その商品を生み出す企業姿勢も重視しながらお
客様に満足いただける製品づくりをしています。

CO₂排出量の状況と削減の方向性

所在地 下関市豊浦町大字川棚3979-1

従業員数 149名

事業内容 水産物の製造、加工及び輸入販売

〇総排出量
約2,572ｔ-CO2/年（2023/4時点）

○主な排出源
• Scope1：燃料使用による排出
➢A重油（ボイラ）、ガソリン使用（車両）
が中心

• Scope2：電力使用による排出
➢冷凍/冷却器が大きな割合を占める

取組に至った経緯

• 冷凍・冷蔵設備に多大な電力が必要で、省エネや高効率設備へ更新す
るなどによる電力コストの引き下げを行いたかった。

• 日本生活協同連合会から全国の生協に排出削減が働きかけられるな
ど、業界内でのCN機運も高まりつつある。消費者のサステナブル志
向も高まっており、時流を捉えた対応を行いたいとも考えた。

効果（変化や影響等）
支援活用後の取組等

• 主要な排出源を明確化し、削減に必要な追加コストの観点から打ち手
を評価することで、優先順位を明確化できた。

• 設備更新の判断軸に、コスト面、削減効果を加えることで、経済・環境
両面に配慮した投資意思決定が行いやすくなった。

• 過去に取り組んだ冷凍機の更新について、削減効果やコスト面で定量
的に把握できたため、今後の投資意思決定における判断材料として
活用ができるようになった。

• 空調機フィルターの清掃など、すぐに実施できる省エネから着手。冷
凍・冷蔵設備の設定温度緩和は一定の削減効果が見込める施策であ
る一方、品質や安全性担保が前提。試験的に取り組みを進めていく。

7.5%

92.5%

Scope1 Scope2
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(株)シーサット（食料品製造業）

〇削減の方向性
• エコドライブやフィルタ清掃等のコスト減を
同時に実現できる運用改善施策を優先的に
実施する。

• 大きな割合を占める冷凍/冷却器の排出削
減に向け、これまで実施してきた冷凍機の
更新や工場設備の集約に加え、未更新設備
の更新を検討する。

• また、冷凍冷蔵設備の設定温度緩和につい
ても検討する。

作業場の様子

冷蔵機器



会社概要

当社は、昭和27年（1952年）に醤油製造を主体
として創業しました。

現在では、醤油の製造販売だけでなく、調味料や
食品の委託製造（OEM）等へ商品領域を拡大し、消
費者の多様なニーズに応える製品づくりを行ってい
ます。

CO₂排出量の状況と削減の方向性

所在地 熊毛郡平生町佐賀1532

従業員数 51名

事業内容 調味料及び惣菜の製造

〇総排出量
約477ｔ-CO2/年（2023/2時点）

○主な排出源
• Scope1：燃料使用による排出
➢A重油（ボイラ）、ガソリン使用（車両）
が中心

• Scope2：電力使用による排出
➢冷凍・冷蔵・空調が中心

取組に至った経緯

• 大手エネルギー会社からのＯＥＭでの製造委託契約をするにあたり、
ＣＯ2の排出にも目を向ける重要性を促されたため。

• 自社でも脱炭素に向けた検討を進めることが、自社の持続的発展に
繋がると考えた。

効果（変化や影響等）
支援活用後の取組等

• 設備単位にまで落とし込む形で排出量を算定することで、主要な排出
源が明確となり、手立てを講じるべき領域が明確となった。

• ボイラ稼働時間短縮に向けて、社内でチェックリストを作成するなど
の社内運用体制も構築される契機にもなった。

• 2020年3月に電力プランを再エネメニューに切り替え、電力消費に
伴う排出量を削減済み。

• 工場全体の使用エネルギーの内、再生エネルギーの割合を3年後には
現在より20％以上向上させる。

• 社員教育にGXの視点を取り込み、次世代の育成にも努めたい。

35.1%

64.9%

Scope1 Scope2

14

丸三食品(株)（食料品製造業）

〇削減の方向性
• 不要な生産設備の電源OFFや、設備立ち上
がり時間・始業終業時間を考慮したボイラ稼
働時間の見直し等、身近に取り組める施策
を実行に移す。

• 原材料や商品の保管に使用する冷凍冷蔵装
置の電力消費が多いため、コンテナ冷凍庫
の空調ユニットのみを更新するなど、イニ
シャルコストを低減した取組を検討する。

運送用車両

コンプレッサー



会社概要

当社は、間もなく創業50年を迎える下関市内に拠
点を構える印刷事業者です。

印刷に留まらず、企画・デザイン・ウェブ構築などク
ロスメディアでお客様のビジネスをトータルでコー
ディネートしています。

CO₂排出量の状況と削減の方向性

所在地 下関市大和町2丁目10-7

従業員数 32名

事業内容 印刷物の製造、加工

〇総排出量
約195ｔ-CO2/年（2023/7時点）

○主な排出源
• Scope1：燃料使用による排出
➢ガソリン使用（営業車両）が中心

• Scope2：電力使用による排出
➢印刷機、空調の使用による排出が中心

取組に至った経緯

• 国が2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、
カーボンニュートラルを目指すことを宣言し、自社でも脱炭素に向け
た検討を進めることが、自社の持続的発展に繋がると考えた。

効果（変化や影響等）
支援活用後の取組等

• 運用改善による排出削減施策を提示される中、取組に至っていない
施策もあり、身近で取り組みやすい脱炭素施策を知ることが出来た。

• tあたりのコストで優先順位をつけることで、短期的に実施すべき取組、
中⾧期的に検討していくべき取組が明らかとなった。

• 本社の蛍光灯をLEDに切り替え、電力消費に伴う排出量を削減済

• 今後、シール工場の蛍光灯をLEDに変更する予定

• 省エネ活動の更なる促進と培ってきた情報管理・加工技術、ノウハウ
を活かしサプライチェーン全体でのCO2排出量の削減に取り組む

• 社員教育にGXの視点を取り込み次世代の育成に努める

13.3%

86.7%

Scope1 Scope2
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(株)ナカハラプリンテックス（印刷業）

〇削減の方向性
• エコドライブ等のコスト減を同時に実現でき
る運用改善施策を優先的に実施する。

• 照明のLED化については更新によりコスト
削減も見込まれるため、優先的な検討が望
まれる。

• 印刷機の更新については、製品や生産への
影響とコストを考慮すると早急な対応は困
難であるものの、一定の排出削減効果が見
込まれるため、継続して検討を行う。

室内照明

印刷機



会社概要

当社は、「必要な時に、必要な商品・量・適切な価格
で提供する」をコンセプトに各種鋼板・一般鋼材等の
加工・販売を行っています。

充実した加工設備を保有しお客様が望む製品を必
要なタイミングで供給できる体制を構築しています。

CO₂排出量の状況と削減の方向性

所在地 下松市葉山1丁目819-6

従業員数 40名

事業内容 鋼材卸し業・鋼材一次加工

〇総排出量
約360ｔ-CO2/年（2022/12時点）

○主な排出源
• Scope1：燃料使用による排出
➢軽油使用（トラック）が中心

• Scope2：電力使用による排出
➢コンプレッサー・生産設備が中心

取組に至った経緯

• 大手企業が環境問題に取り組む際には、サプライチェーンを構成する
企業にも同じ品質が求められるため。

• 競争力を高め持続的発展に繋がると考えた。

効果（変化や影響等）
支援活用後の取組等

• 営業・製造・配送の各部門が同じ認識を持つことで、脱炭素を社内に
根付いた経営活動として行っていくきっかけとなった。

• 対外的なPRも検討し、取引先などのステークホルダーからの更なる
信頼獲得に向けた活動に繋げることが可能になった。

• 2024年1月に電力プランを再エネメニューに切り替え、電力消費に伴う排
出量を削減済み。

• 今後、更なる省エネを徹底するとともに、国際認証である中小企業版SBT認
定を取得し、取引先へのアピールに活用したい。

• 社員に広く環境意識がそなわるように育成にも努めたい。

• コンプレッサーのエアー供給管をゴム製パイプからスチール配管に強化した。

67.6%

32.4%

Scope1 Scope2
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(株)梅本商会（金属材料等卸売業）

〇削減の方向性
• トラック配送に伴う排出の削減に向け、エコ
ドライブや空気圧点検、オイル交換などの取
組を更に強化し、安全と環境負荷に配慮し
た配送を行っていく。（将来的には代替燃料
利用の可能性も視野に入れておく）

• 消費電力が多いコンプレッサーや生産設備
は、運用改善やエア漏れ検査、不使用時電源
オフなどに取り組む。

コンプレッサー配管改善

配送用トラック



会社概要

「心に残る喜びと感動を創出し、幸福な社会の実現
に貢献する」を経営理念に、山口市内でウエデイング
サービスを提供しています。

時代の変化に対応しつつ、フードロス削減、就労の
多様性等、社会課題の解決に配慮し、地域に根ざし
た会社創りを進めています。

CO₂排出量の状況と削減の方向性

所在地 山口市小郡下郷867-30

従業員数 60名

事業内容 挙式披露宴・貸衣装・婚礼写真

〇総排出量
約477ｔ-CO2/年（2023/4時点）

○主な排出源
• Scope1：燃料使用による排出
➢ガソリン使用（営業車両）と
調理関係設備が中心

• Scope2：電力使用による排出
➢空調、調理関係設備が中心

取組に至った経緯

• 2023年8月、「山口県･食品製造業向け脱炭素化経営セミナー」に参
加し、環境価値と経済価値を両立する事例に感銘を受けた。

• 自社のノウハウと脱炭素を組み合わせ、新たな価値創造が可能では
ないかと考えた。婚礼サービスを通して脱炭素を生活文化に落とし込
み、コスト削減だけでなく成長戦略へと展開する可能性を見出した。

効果（変化や影響等）
支援活用後の取組等

• 省エネに留まらず脱炭素経営を進め、婚礼サービスに脱炭素の切り口
も盛り込んだサービス展開を検討することとした。

• その取組を対外的なPRに活用しながら、BtoCビジネスを通じて消費
者に対する脱炭素の啓蒙活動にもつなげたい考えを持った。

• 2024年４月末までの１年間のCO2排出量を算出。本店、式場２店舗の
計３店舗合計で、約312t-CO2で、2022年度比35%の削減を実現。

• フードマイレージ削減につながる料理開発。２０２４年８月ノンミートの肉
料理、同年１０月地元野菜を活かした「やまぐち薔薇寿司」を提供開始。同
年12月各拠点の空調をリモート制御し温度管理を実施。

• 202５年の幹部社員向けの理念教育において、持続可能な社会創りの意
義を共有。来期より自社の理念体系に組み込む予定。

7.0%

93.0%

Scope1 Scope2
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(株)原田屋（その他の生活関連サービス業（結婚式場業）)

〇削減の方向性
• エコドライブやフィルタ清掃等の運用改善施
策を優先的に実施する。

• 快適に過ごせる環境を維持しながら、空調
の設定温度を緩和する等の身近で取り組み
やすく、コスト減と両立できる施策を優先的
に実施していく。

• 将来的な電力の再エネメニューへの切替も
念頭に置き、削減目標の達成を目指す

調理機器

ワインセラー



会社概要

昭和51年（1976年）に機械設計事務所として創
業、現在ではプラント機械設計の他、産業機械の設
計・制作、人材派遣等幅広い事業展開を行っていま
す。

設計から製造までワンチームで一貫して提供し、お
客様満足度向上に努めています。

CO₂排出量の状況と削減の方向性

所在地 岩国市室の木町1丁目1-8

従業員数 13名

事業内容 産業機械の設計・製造・加工

〇総排出量
約23ｔ-CO2/年（2023/6時点）

○主な排出源
• Scope1：燃料使用による排出
➢ガソリン使用（営業車両）が中心

• Scope2：電力使用による排出
➢空調、照明、生産設備が中心

取組に至った経緯

• 主要取引先は、2030年までにクリーンエネルギーへの転換、2050年
までのCNを目標にしており、いずれ当社にも声がかかるものと考えら
れた。

• 自社でも脱炭素に向けた検討を進めることが、自社の持続的発展に繋が
ると考えた。

効果（変化や影響等）
支援活用後の取組等

• 対外的に取組をPRできる機会になり、取引先等との関係構築や受注
増につながっていく可能性がでてきた。

• 短期的に取り組むことと、中⾧期的な取組が必要なものが明らかとな

り、優先順位が明確となった。

• LED照明の導入（2026年度目標）：電力削減効果を社員に説明し、
無駄な点灯を減らすルールを周知します。

• エア漏れ点検・圧縮空気最適化：エネルギー消費削減の重要性を伝え、
定期的な点検を習慣化します。

• 機械のアイドル時間短縮：アイドル時の電力消費削減を社員に説明し、
効率的な運転を推進します。

58.0%
42.0%

Scope1 Scope2
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(株)エムケーシー（職業紹介・労働者派遣業）

〇削減の方向性
• 燃料使用による排出が半分以上を占めてい
るため、車両運行による排出削減に向け、
EV導入による削減を検討する。なお、航続
距離や充電網整備等の諸条件とEV化に伴
う追加コストが判断材料になる。

• 電力使用削減については、空調を更新済み
であり、当面は設備更新が難しいため、電力
会社の再エネメニュー等について情報収集
をしておく。

弊社運送用車両

コンプレッサー
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取組事例紹介
（炭素生産性向上型補助金活用企業編）

• 株式会社ミヤハラ
• 株式会社ニシエフ
• 株式会社サン精機
• 中村被服株式会社
• 株式会社ハニードライ
• 株式会社伸和精工



補助金の概要

〇 補助金名 炭素生産性向上型補助金
〇 補助対象者 山口県内に主たる事業所を有する中小企業者
○ 補助率 １／２
○ 補助上限 １０，０００千円
○ 補助対象 生産性向上を伴いつつ、CO₂排出削減に資する設備等

（対象経費）
機械装置・システム構築費（クラウド可）、技術導入費、（機械設備費、通信運搬費、材料費、外注費、委託費等）、
その他事業に必要と認められる経費

炭素生産性向上型補助金の活用事例

(株)ミヤハラ

◼ エア漏れ診断を踏まえた高効率なエアーコン
プレッサーの導入、空調設備、LED照明等の
環境設備の導入

◼ 導入効果
CO₂排出削減量 ： 約120ｔ/年

⇒約26万kWhのエネルギー消費を削減

所在地 周南市大字栗屋50-47

従業員数 ５９名

業種 生産用機械器具製造業

事業内容 機械加工、設計・組立

LED照明

空調
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(株)ニシエフ

◼ 作業効率向上につながる、遮熱効果の
ある自家消費型太陽光発電を工場屋根
に導入

◼ 導入効果
CO₂排出削減量 ： 約66ｔ/年

⇒約320万円/年のコスト削減

所在地 下関市豊北町大字栗野4238

従業員数 ７７名

業種 輸送用機械器具製造業

事業内容 FRP造船に係る開発、設計、製造、保守、メンテナンス

屋根置き太陽光パネル
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(株)ハニードライ

◼ クリーニング溶剤使用量を大幅に削減
し、再利用を可能とする高効率な洗濯
機や乾燥機等の導入

◼ 導入効果
CO₂排出削減量 ： 約15ｔ/年

⇒生産性の向上とエネルギー消費削減

所在地 下関市横野町1-21-13

従業員数 １６６名

業種 洗濯・理容・美容・浴場業（クリーニング業）

事業内容 業務用・一般用クリーニング、介護

(株)伸和精工
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所在地 宇部市大字山中700-21

従業員数 １６名

業種 金属製品製造業

事業内容 機械加工、３Dプリンタ造形

(株)サン精機

◼ 製造現場の分散型温度管理を可能とし、
製品への影響を低減する高効率空調シ
ステムの導入

◼ 導入効果
CO₂排出削減量 ： 約10ｔ/年

⇒約180万円/年のコスト削減

中村被服(株)

所在地 防府市浜方265-1

従業員数 １２０名

業種 繊維工業

事業内容 幼児・児童制服製造、温度管理用保冷ボックス製造

◼ 生産工程最適化に向け、高効率な製品
製造を可能とする組立ロボット等の機
器導入

◼ 導入効果
CO₂排出削減量 ： 約4ｔ/年

⇒約36％の生産性向上を実現

アームロボット サーボプレス

空調

所在地 萩市東浜崎町11-10

従業員数 ２６名

業種 生産用機械器具製造業

事業内容 機械加工、搾油機（製品）販売、金型製造

高回収乾燥機

石油系ドライ洗濯機

転写プリンター

裁断機
◼ 保冷等の温度管理を要する輸送を、汎
用トラックで行うことが可能となる高性
能保冷ボックスの製造機械等の導入

◼ 導入効果
CO₂排出削減量 ： 約4.7ｔ/年

⇒約9千ｋＷｈのエネルギー消費を削減


